
役 員

評 議 員

理 事 長（常　勤） 　

専務理事（常　勤） 

常務理事（常　勤） 　

理　　事（非常勤） 　

理　　事（非常勤） 　

理　　事（非常勤） 　

理　　事（非常勤） 

監　　事（常　勤） 　

監　　事（非常勤）

安 達 　 正 美

奥 宮 　 京 子

竹 澤 　 康 子

田 中 　  博

田 村 　 正 勝

仲 村 　 健 一

成 道 　 秀 雄

松 本 　 光 二

宮 井 　 　 博

森 山 　 　 真

日本郵政グループ労働組合　書記長

田辺総合法律事務所　弁護士

東洋大学　名誉教授

旭情報サービス株式会社
取締役相談役

早稲田大学　名誉教授

元一般財団法人郵政福祉　監事

成蹊大学　名誉教授

日本郵政グループ労働組合
中央副執行委員長

あせまねライフ株式会社
代表取締役社長

全国郵便局長会　専務理事

小野寺　武

淵江　　淳

増田 喜三郎

大野　早苗

小藤　康夫

立原　　繁

山川　　郎

西村　智雄

山田　紳一

元日本郵政株式会社　執行役

元総務省　近畿総合通信局長

元日本郵政グループ労働組合　中央副執行委員長

武蔵大学経済学部　教授

専修大学商学部　教授

東海大学観光学部　教授

元駐チェコ共和国　特命全権大使

元日本郵政グループ労働組合　中央執行委員

元一般財団法人郵政福祉　審議役兼経営企画部長

役員・評議員

従業員の状況

法人情報

2022年7月1日現在

※任期は、2025年6月定時評議員会まで

（敬称略・非常勤理事50音順）

（敬称略・50音順）

※1  理事の任期は、2023年6月定時評議員会まで　
※2  監事の任期は、2025年6月定時評議員会まで

※1  数字はすべて年度末（3月31日）現在の数字
※2 （ ）内はアソシエイト職員の再掲
※3  嘱託員、アソシエイト職員等は除く

2020年度※1 2021年度※1

職員数※2 202人（34人） 200人（32人）

男女別職員数
男性 151人（75%） 150人（75%）

女性 51人（25%） 50人（25%）

本部・地方本部別職員数
本部 41人 44人

地方本部 161人 156人

平均勤続年数※3 17.4年 17.9年

平均年齢※3 41.9歳 41.4歳

法人情報法人情報
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法人情報

　郵政福祉は、2005年10月に、財団法人郵政弘済会、財団法人郵政互助会及び財団法人郵政福祉協会の
統合により誕生し、2013年4月には、認可特定保険業者として一般財団法人へ移行しました。

歴史と沿革

1954 年 10 月
財団法人郵政互助会設立
退職給付制度実施

1955 年   4 月
災害見舞制度実施
会員貸付制度実施

1956 年 12 月 郵便局局舎建設第1号竣工

1958 年 11 月 貸ビル第1号竣工

1983 年   9 月 本部事務所竣工

1984 年   4 月 分割給付制度実施

★一般財団法人郵政福祉★旧財団法人郵政弘済会

★旧財団法人郵政互助会

★旧財団法人郵政福祉協会

2005 年 10 月
財団法人郵政福祉発足

（財団法人郵政互助会を存続法人とし、
郵政弘済会と郵政福祉協会が事業譲渡を実施）

2011 年   9 月 災害見舞（災害救済）制度の経過措置期間終了

2012 年   3 月 ゆうふく年金（互助年金）事業の終了

2012 年   7 月 郵政福祉自動車ローン（損保会社提携商品）の
申込開始

2012 年 10 月 総務省より特定保険業の認可取得

2013 年   3 月
内閣府より一般財団法人への移行認可取得
郵政職員弔慰見舞金、育英金、育英貸付（新規募集）
の廃止

2013 年   4 月

一般財団法人郵政福祉発足
• 保険としての商品提供開始（退職給付保険、災害

保険、社員援護保険）
• 損害保険代理業開始（ゴルファー保険、レジャー・

傷害保険、国内・海外旅行保険、ペット保険、介護
保険）

2013 年   9 月 関東地方本部を関東地方本部と
南関東地方本部に分割

2014 年   4 月 本部の経営企画部を経営企画部と
経理財務部に組織改正

2015 年   4 月 損害保険代理業の廃止

2016 年   4 月 災害保険、社員援護保険の商品内容の見直し

2017 年   4 月 災害保険、社員援護保険の商品内容の見直し

2017 年   7 月 団体定期保険（あゆみ）に医療特約を追加

1952 年   4 月 財団法人郵政弘済会設立

1952 年   6 月 災害救済制度実施

1953 年   1 月 食堂・売店等の運営許可申請

1953 年   8 月 職員援護制度実施

2003 年   4 月
収益事業を株式会社メルファムに
譲渡

1969 年   3 月 財団法人郵政福祉協会設立

1984 年   2 月 互助年金（ゆうふく年金）実施

1991 年   7 月 団体定期保険（あゆみ）実施

貸ビル第1号（新潟県新潟市） ▼

本部事務所（港区虎ノ門） ▼
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法人情報

事業所一覧

一般財団法人郵政福祉　2022 郵政福祉の現状
2022 年 7 月発行

発行：一般財団法人郵政福祉　経営企画部
※本誌掲載事項の無断転載を禁じます。

郵政福祉コールセンター TEL.0120-216-131
受付時間 /9：00 ～ 17：00（土・日・祝日及び 12 月 29 日～ 1 月 3 日を除く）

〒 105-0001 東京都港区虎ノ門 1-14-1

北海道地方本部
〒060-0061
札幌市中央区南1条西5-20
TEL.011-218-8070

信越地方本部
〒380-0921
長野市栗田948-1

〒380-0922
長野市七瀬12-16

（2022年8月13日住所表記変更）

TEL.026-223-1771
近畿地方本部
〒540-0029
大阪市中央区本町橋7-3
TEL.06-7711-6008

九州地方本部
〒860-0846
熊本市中央区城東町3-1
TEL.096-355-9301

北陸地方本部
〒920-0901
金沢市彦三町2-5-27
TEL.076-262-6245

中国地方本部
〒730-0005
広島市中区西白島町17-13
TEL.082-221-5444

沖縄地方本部
〒900-0032
那覇市松山1-32-7
TEL.098-863-0801

東北地方本部
〒980-8650
仙台市青葉区五橋2-4-2
TEL.022-262-2166

関東地方本部
〒330-0054
さいたま市浦和区東岸町9-20
TEL.048-764-8002

東京地方本部
〒103-0015
中央区日本橋箱崎町1-7
TEL.03-6365-0294

南関東地方本部
〒210-8514
川崎市川崎区駅前本町15-5
TEL.044-201-4500

東海地方本部
〒461-0014
名古屋市東区橦木町1-21-2
TEL.052-971-1095

四国地方本部
〒790-0003
松山市三番町8-12-4
TEL.089-945-1221

本部
〒105-0001
港区虎ノ門1-14-1
TEL.03-3502-3762（代表）
TEL.0120-216-131（コールセンター）
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